
平成 27 年 12 月 17 日  

 

各いきいき支援センター長 様 

各居宅介護支援事業所 管理者 様 

 

名古屋市健康福祉局      

高齢福祉部地域ケア推進課長  

 

予防給付利用者にかかる新しい総合事業の事前説明について 

 

 平成 28 年 6 月より新しい総合事業を開始するところですが、このことについ

ての予防給付利用者に対する事前説明につきまして、次のとおり実施していた

だきますようお願いします。 

 

１ 事前説明対象者 

予防給付利用者（要支援者で、介護予防支援を受けている者） 

 

２ 事前説明実施者 

（１）１の事前説明対象者のうち、２（２）以外の者に対する事前説明は、い

きいき支援センターが実施する。 

（２）１の事前説明対象者のうち、いきいき支援センターから介護予防支援事

業の一部の委託を受けている居宅介護支援事業所（以下「委託居宅」という。）

により、介護予防支援の一部を実施されている者に対する事前説明は、当該介

護予防支援の一部を実施している委託居宅が実施する。 

 

３ 説明時期 

 平成 28 年１月～3 月の 1 の事前説明対象者に対するモニタリング実施時 

 

４ 説明方法 

 別添のチラシ（2 種類）を利用者へ渡し、チラシにそって説明する。 

 

５ チラシの配付 

（１）いきいき支援センター 

平成 27 年 12 月 21 日、22 日又は 24 日に区役所福祉課に配送されます。区役

所福祉課より連絡がありましたら、チラシを区役所でお受け取りいただきます

ようお願いします。 



また、委託居宅へ５（２）にありますとおりお渡しください。 

 なお、チラシが不足する場合はいきいき支援センターから地域ケア推進課へ

相談してください。 

 

（２）委託居宅 

 事前説明を行うまでのいきいき支援センター開設日にいきいき支援センター

で事前説明での必要数（対象者分）をお受け取りください。 

 

※上記によらず、いきいき支援センターから郵送により配付させていただくこ

とがありますので、その場合は郵送によりお受け取りください。 

 

 

 

 

地域ケア推進課 野口、丹羽 

電 話 052-972-2549 

ＦＡＸ 052-955-3367 

 

 

 







 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
○平成 28 年 6 ⽉から、現在ご利⽤中の「訪問介護（ホームヘルプサービ

ス）」と「通所介護（デイサービス）」が「新しい総合事業」へと、順次
移⾏します。 

○上記のサービスは、要⽀援認定を受けなくても、基本チェックリストに
より、「新しい総合事業」の対象者（以下「事業対象者」といいます。）
と判定されると、ご利⽤いただくことができます。この判定は、要⽀援
認定より簡易であり、その⽇のうちに結果をお知らせします。 

○上記以外のサービス（訪問看護、福祉⽤具貸与等）をご利⽤いただく場
合は、これまでと同様、要⽀援認定を受ける必要があります。 

 
 
＜平成 28年 5月まで＞        ＜平成 28年 6月から＞ 

 
 
               

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※移⾏後も、必要と認められる場合は、現⾏と同等のサービスをご利⽤い

ただくことができます。 

【要⽀援者の⽅へ】新しい総合事業への移⾏について

新しい総合事業への移⾏ 

【介護予防給付】
（対象：要⽀援者） 

訪問看護、福祉⽤具貸与等
訪問介護、通所介護 

【介護予防給付】 
（対象：要⽀援者） 

訪問看護、福祉⽤具貸与等

【介護予防事業】
・⼀次予防事業 
・⼆次予防事業 

【介護予防・⽣活⽀援サービス事業】
（対象：事業対象者、要⽀援者） 

 
訪問サービス、通所サービス 

⽣活⽀援サービス（配⾷） 

【⼀般介護予防事業】
（対象：すべての⾼齢者） 

⾼齢者サロン、いきいき教室など

新
し
い
総
合
事
業



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 基本チェックリスト 

日常生活の状況や足腰の状態、栄養状況、お口の状況、閉じこも

りや物忘れの有無、最近２週間の気持ちなど、２５項目の質問によ

り心身の状態を確認するとともに、日常生活活動を把握するため、

１３項目の質問をします。 

 

 

 

・平成 28 年 4 ⽉以降の要⽀援認定更新時期に、担当のケアマネジャー
が新しい総合事業の利⽤⼿続きについてご説明のうえ、必要な⼿続き
のお⼿伝いを⾏います。⼿続き後、新しい総合事業のサービスをご利
⽤いただくことができます。 
※なお、平成 28 年 6 ⽉以降であれば、ご希望に応じて要⽀援認定更新時期より前に

⼿続きを⾏い、新しい総合事業のサービスを利⽤することができます。 
 
 
 
 

 

・訪問介護⼜は通所介護をご利⽤の要⽀援１・２の⽅ 

移⾏対象の⽅ 

・「基本チェックリスト（※）による判定」または要⽀援認定の更新申請
の⼿続きが必要です。 

・訪問サービス、通所サービスのみをご利⽤いただく場合は、新しい総
合事業のケアプランに関する書類の提出等が必要です。 

・いきいき⽀援センター等がケアプランを作成した後、新しい総合事業
のサービス提供事業所と新たにサービス利⽤契約を締結する必要があ
ります。 

移⾏⼿続き 

 
→ あなたの⼿続き時期は  年  ⽉です。 

⼿続き時期 


